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（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内

容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

 なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細につきまし

ては、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」に記載の

とおりであります。 

   

第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 
第59期 

第３四半期連結 
累計期間 

第60期 
第３四半期連結 

累計期間 
第59期 

会計期間 
自 平成24年４月１日 
至 平成24年12月31日 

自 平成25年４月１日 
至 平成25年12月31日 

自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日 

売上高 （百万円）  60,479  59,775  84,223

経常利益 （百万円）  2,715  2,277  3,662

四半期（当期）純利益 （百万円）  1,443  1,218  1,533

四半期包括利益又は包括利益 （百万円）  1,641  2,188  2,097

純資産額 （百万円）  34,436  36,517  34,888

総資産額 （百万円）  63,803  61,632  66,359

１株当たり四半期（当期） 

純利益金額 
（円）  24.50  20.65  26.02

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
（円）  23.90  20.07  25.38

自己資本比率 （％）  49.8  54.7  48.5

回次 
第59期 

第３四半期連結 
会計期間 

第60期 
第３四半期連結 

会計期間 

会計期間 
自 平成24年10月１日 
至 平成24年12月31日 

自 平成25年10月１日 
至 平成25年12月31日 

１株当たり四半期純利益金額 （円）  9.93  9.65

２【事業の内容】 
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 当第３四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常

な変動等又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更は

ありません。 

   

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

   

(1) 経営成績の分析 

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、デフレ脱却に向けた経済政策や日銀の金融緩

和策等を受けて円安傾向となり、株価の上昇、企業の景況感の改善、家計分野では消費税率引上げ

前の駆け込み需要等が見られ、景気は緩やかな回復傾向を示しました。 

 当社グループの事業に大きく関係する情報通信分野では、スマートフォンの急速な普及、クラウ

ドサービスの拡大等を背景に、高速・大容量通信サービスの拡充が継続されました。 

 このような事業環境の中、当社グループは総合エンジニアリング事業を中心に受注・売上の拡大

に注力し、当第３四半期連結累計期間の業績は、受注高610億32百万円（前年同期比95.7％）、売上

高は597億75百万円（前年同期比98.8％）となりました。利益面については、原価率の上昇により、

営業利益は19億28百万円（前年同期比79.2％）、経常利益は22億77百万円（前年同期比83.8％）、

四半期純利益は12億18百万円（前年同期比84.4％）となりました。 

当第３四半期連結累計期間における事業セグメント別の概況は次のとおりであります。 

 なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しており、前年同期との比較・

分析は、変更後の区分に基づいております。 

  

  

① 総合エンジニアリング事業 

 モバイル設備工事の受注高は前年同期に比べて減少したものの、売上高は光サービス関連工事等

が堅調に推移し、前年同期並みとなりました。利益面は、原価率の上昇により、営業利益は前年同

期に比べ減少しました。 

  

② ＩＣＴソリューション事業 

 受注高は前年同期並みとなり、繰越案件が順調に進捗したことから売上高は増加し、営業利益は

増加しました。 

  

③ 住宅不動産事業 

  新規物件の販売開始等により前年同期に比べて受注高は増加しましたが、引き渡し時期の影響に

より売上高は減少し、営業損失となりました。 

  

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要

な変更及び新たに生じた問題はありません。  

  

(3) 研究開発活動 

 当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費は39百万円であります。 

 なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更は

ありません。  

第２【事業の状況】 

１【事業等のリスク】 

２【経営上の重要な契約等】 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

 当第３四半期会計期間において、新たに発行した新株予約権はありません。  

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

   

  

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

   

第３【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  128,300,000

計  128,300,000

種類 
第３四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成25年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成26年２月10日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  65,962,988 同左 

東京証券取引所 

名古屋証券取引所 

各市場第一部 

単元株式数は1,000株

であります。 

計  65,962,988 同左 － － 

（２）【新株予約権等の状況】 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

（４）【ライツプランの内容】 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式
総数増減数 

（株） 

発行済株式
総数残高 

（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金
増減額 
（百万円） 

資本準備金
残高 
（百万円） 

平成25年10月１日～ 

平成25年12月31日 
 －  65,962,988  －  5,676  －  4,425

（６）【大株主の状況】 
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 当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認でき

ず、記載することができませんので、直前の基準日である平成25年９月30日の株主名簿により

記載しております。 

①【発行済株式】 

（注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権２個）

含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式861株及び証券保管振替機構名義の株式348株が含まれており

ます。 

  

②【自己株式等】 

 （注）株式会社東海通信資材サービスの「他人名義所有株式数」は、当社の取引先で構成される持株会（ＮＤＳ取引先

   持株会 名古屋市中区千代田二丁目15番18号）によるものであります。   

  

（７）【議決権の状況】 

平成25年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式   6,823,000
－ 

単元株式数は 

1,000株であります。 （相互保有株式） 

普通株式      243,000

完全議決権株式（その他） 普通株式   58,172,000  58,172 同上 

単元未満株式 普通株式      724,988 － 
１単元（1,000株）未満 

の株式であります。  

発行済株式総数  65,962,988 － － 

総株主の議決権 －  58,172 － 

平成25年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

（自己保有株式） 

ＮＤＳ株式会社  

名古屋市中区千代田

二丁目15番18号 
 6,823,000  －  6,823,000  10.34

（相互保有株式） 

株式会社東海通信資材

サービス 

名古屋市中区千代田

二丁目15番18号 
 120,000  87,000  207,000  0.31

（相互保有株式） 

日本協同建設株式会社 

亀山市阿野田町 

1036番地３ 
 36,000  －  36,000  0.05

計 －  6,979,000  87,000  7,066,000  10.71
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 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりで

あります。 

  

 役職の異動 

  

  

２【役員の状況】 

 新役名及び職名  旧役名及び職名  氏名  異動年月日 

  取締役 

 総務部長 

 取締役 

 総務部長兼 

 ＣＳＲ推進本部長 

吉  川    努  平成25年７月１日 
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１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14

号）に準じて記載しております。 

  

２ 監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成25年

10月１日から平成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25

年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任あずさ監査法人による四半期レビ

ューを受けております。 

  

第４【経理の状況】 
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 5,822 9,515

受取手形・完成工事未収入金等 ※2  26,284 ※2  18,567

リース債権及びリース投資資産 2,369 2,087

未成工事支出金 470 600

仕掛品 10 23

仕掛販売用不動産 871 1,090

販売用不動産 765 291

商品 262 201

材料貯蔵品 571 606

繰延税金資産 1,017 383

その他 523 666

貸倒引当金 △167 △182

流動資産合計 38,800 33,851

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物（純額） 4,761 4,587

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 2,804 2,713

土地 8,422 8,472

貸与資産（純額） 233 240

建設仮勘定 0 104

有形固定資産合計 16,223 16,117

無形固定資産 701 554

投資その他の資産   

投資有価証券 8,175 9,135

長期貸付金 117 122

繰延税金資産 848 337

その他 1,622 1,648

貸倒引当金 △129 △134

投資その他の資産合計 10,634 11,108

固定資産合計 27,558 27,781

資産合計 66,359 61,632
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 6,683 4,839

短期借入金 8,588 6,199

リース債務 232 245

未払法人税等 1,282 81

未成工事受入金 32 222

賞与引当金 1,869 661

役員賞与引当金 50 －

工事損失引当金 38 30

その他 2,285 2,037

流動負債合計 21,063 14,317

固定負債   

長期借入金 4,967 5,639

リース債務 381 333

退職給付引当金 4,225 4,083

役員退職慰労引当金 279 219

その他 553 521

固定負債合計 10,407 10,797

負債合計 31,471 25,114

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,676 5,676

資本剰余金 4,425 4,425

利益剰余金 22,958 23,582

自己株式 △2,251 △2,246

株主資本合計 30,808 31,437

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,408 2,295

その他の包括利益累計額合計 1,408 2,295

新株予約権 302 360

少数株主持分 2,368 2,423

純資産合計 34,888 36,517

負債純資産合計 66,359 61,632
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

売上高   

完成工事高 49,370 48,383

兼業事業売上高 11,108 11,392

売上高合計 60,479 59,775

売上原価   

完成工事原価 43,898 43,672

兼業事業売上原価 9,449 9,373

売上原価合計 53,347 53,046

売上総利益   

完成工事総利益 5,471 4,710

兼業事業総利益 1,659 2,019

売上総利益合計 7,131 6,729

販売費及び一般管理費 4,697 4,800

営業利益 2,434 1,928

営業外収益   

受取利息 12 22

受取配当金 170 174

受取賃貸料 106 117

持分法による投資利益 58 39

その他 161 203

営業外収益合計 509 557

営業外費用   

支払利息 116 95

賃貸費用 88 96

その他 22 17

営業外費用合計 228 209

経常利益 2,715 2,277
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(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

特別利益   

固定資産売却益 2 2

投資有価証券売却益 11 2

関係会社清算益 18 －

その他 0 －

特別利益合計 32 5

特別損失   

固定資産処分損 36 12

投資有価証券売却損 4 17

投資有価証券評価損 24 15

その他 0 1

特別損失合計 67 45

税金等調整前四半期純利益 2,681 2,236

法人税、住民税及び事業税 691 276

法人税等調整額 483 665

法人税等合計 1,174 942

少数株主損益調整前四半期純利益 1,507 1,294

少数株主利益 63 76

四半期純利益 1,443 1,218
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,507 1,294

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 134 898

持分法適用会社に対する持分相当額 △0 △4

その他の包括利益合計 134 893

四半期包括利益 1,641 2,188

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,583 2,105

少数株主に係る四半期包括利益 57 82
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 名和通信建設株式会社は、第１四半期連結会計期間において清算結了したことにより、連結の

範囲から除外しております。  
  

該当事項はありません。  
  

 １ 保証債務 

（１）保証債務  

 従業員の住宅資金の借入に対し、債務の保証を行っております。 

  

（２）保証予約  

 連結子会社が取引先におけるリース債務に対し、保証予約を行っております。 

  

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形 

 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をし

ております。なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連

結会計期間末日満期手形が四半期連結会計期間末日残高に含まれております。 

  

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりませ

ん。なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費

を含む。）、のれんの償却額及び負ののれんの償却額は、次のとおりであります。 

  

【注記事項】 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更） 

（会計方針の変更） 

（四半期連結貸借対照表関係） 

  
前連結会計年度 

（平成25年３月31日） 
当第３四半期連結会計期間 
（平成25年12月31日） 

  百万円 0 百万円 0

  
前連結会計年度 

（平成25年３月31日） 
当第３四半期連結会計期間 
（平成25年12月31日） 

  百万円 － 百万円 212

  
前連結会計年度 

（平成25年３月31日） 
当第３四半期連結会計期間 
（平成25年12月31日） 

受取手形 百万円 18 百万円 18

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前第３四半期連結累計期間 
（自  平成24年４月１日 
至  平成24年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自  平成25年４月１日 
至  平成25年12月31日） 

減価償却費 百万円 1,221 百万円 1,239

のれんの償却額  92  17

負ののれんの償却額  13  －
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Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日） 

  配当金支払額 

   

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日） 

  配当金支払額 

（株主資本等関係） 

決議 
株式の 
種類 

配当の 
原資 

配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成24年６月26日

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金  295  5 平成24年３月31日 平成24年６月27日

平成24年11月９日

取締役会  
普通株式 利益剰余金  295  5 平成24年９月30日 平成24年12月３日

決議 
株式の 
種類 

配当の 
原資 

配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成25年６月25日

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金  295  5 平成25年３月31日 平成25年６月26日

平成25年11月８日

取締役会 
普通株式 利益剰余金  295  5 平成25年９月30日 平成25年12月２日
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Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日  至 平成24年12月31日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円）

（注）１ セグメント利益又は損失（△）の調整額40百万円は、セグメント間取引消去及び全社費用であります。

  ２ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

   

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日  至 平成25年12月31日） 

１.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円）

（注）１ セグメント利益又は損失（△）の調整額21百万円は、セグメント間取引消去及び全社費用であります。

  ２ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

    

２.報告セグメントの変更等に関する事項 

 第１四半期連結会計期間より、情報通信分野の中長期的な事業環境変化への対応として、ソリ

ューション分野の強化・拡大を図り、「ソリューション＆エンジニアリング企業グループ」とし

て市場動向に的確に対処しながら企業価値の更なる向上に向けた事業運営を実現するため、報告

セグメントの変更をしております。 

これにより、従来の「総合エンジニアリング事業」、「情報サービス事業」、「住宅不動産事

業」、「ビジネスサポート事業」の４区分から、「総合エンジニアリング事業」、「ＩＣＴソリ

ューション事業」、「住宅不動産事業」の３区分に変更しております。 

なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により組み

替えて表示しております。  

  

（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

  報告セグメント 

合計 
調整額 

（注）１ 

四半期連結

損益計算書

計上額 

（注）２

    

総合エンジ 

ニアリング 

事業 

ＩＣＴ 

ソリュー 

ション事業

住宅不動産

事業 

 売上高             

 (1)外部顧客への売上高  47,986  11,433  1,059  60,479  －  60,479

 (2)セグメント間の内部売上高 

   又は振替高 
 43  1,317  1  1,362  △1,362  －

計  48,030  12,750  1,060  61,841  △1,362  60,479

セグメント利益又は損失(△)  2,314  163  △84  2,393  40  2,434

  報告セグメント 

合計 
調整額 

（注）１ 

四半期連結

損益計算書

計上額 

（注）２

    

総合エンジ 

ニアリング 

事業 

ＩＣＴ 

ソリュー 

ション事業

住宅不動産

事業 

 売上高             

 (1)外部顧客への売上高  47,046  11,733  996  59,775  －  59,775

 (2)セグメント間の内部売上高 

   又は振替高 
 37  1,277  4  1,319  △1,319  －

計  47,083  13,010  1,001  61,094  △1,319  59,775

セグメント利益又は損失(△)  1,603  328  △24  1,907  21  1,928
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及

び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

   

 該当事項はありません。 

   

 第60期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）中間配当につきましては、平成25年11月

８日開催の取締役会におきまして、平成25年９月30日の最終の株主名簿に記載された株主に対し、

次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

  （注）平成25年９月30日の最終の株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行っております。 

   

（１株当たり情報） 

  
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年12月31日） 

(1）１株当たり四半期純利益金額 円 銭 24 50 円 銭 20 65

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（百万円）  1,443  1,218

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円）  1,443  1,218

普通株式の期中平均株式数（千株）  58,913  58,994

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 円 銭 23 90 円 銭 20 7

（算定上の基礎）     

四半期純利益調整額（百万円）  －  －

普通株式増加数（千株）  1,466  1,720

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 

（重要な後発事象） 

２【その他】 

（イ）中間配当金総額 円 295,695,635   

（ロ）１株当たりの額 円00銭 5   

（ハ）支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成25年12月２日   
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 該当事項はありません。   

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
るＮＤＳ株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計
期間（平成25年10月１日から平成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日
から平成25年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連
結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠
して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結
財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＮＤＳ株式会社及び連結子会社の
平成25年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正
に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。 

  

以  上

  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成26年２月７日

ＮＤＳ株式会社 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 堀     幸  造   印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 大  谷  浩  二   印 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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